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 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定

めたので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 

 

 



別 紙    

    

令和６年６月 27 日 

北海道後志地域公共交通活性化協議会 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 人口減少が続く後志地域は、中核都市群の小樽市や地域中心都市の倶知安町、岩内町及び余市町の地域中

心都市に人口が集中する一方で、住民の居住地が地域全体に広域に分布しており、高齢化の進展も顕著であ

る。また、病院や高校、商業施設などの生活関連施設も小樽市や倶知安町、岩内町、余市町に集中してお

り、周辺町村からこれらの市や町への市町村間の移動が多くなっているため、地域住民の移動手段の確保が

必要である。 

一方で、当地域の公共交通は、近年、バス路線の廃止や減便、日曜・祝日の運休などが相次いでおり、既

存のバス路線の維持が難しくなっている。また、現状、JR 函館本線の長万部～小樽間が当地域の主要な広域

交通となっているが、2030（令和 12）年度末に予定されている北海道新幹線の札幌開業により、JR 函館本

線が並行在来線として JR 北海道から経営分離されることを受けて、バスを中心とした長万部～小樽間の交

通体系について検討が進められている。北海道新幹線の札幌開業後は、地域の幹線・広域交通が劇的に変化

することから、北海道新幹線の札幌開業後を見据えた交通体系を構築していく必要がある。 

以上の背景を踏まえて、地域住民の生活や地域の観光などを支える持続可能な交通体系を構築するため、

地域公共交通確保維持事業により、地域間幹線系統補助路線を確保・維持していくことが必要である。 

 

２.地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

① 広域交通※１の日あたりの平日運行便数を 236 便／日以上（令和３年度実績値） 

② 公的資金が投入されている広域交通※２の収支率を 37.2％以上（令和３年度実績値） 

③ 後志地域の路線バスのドライバー数を 293 人（令和３年度実績値） 

④ 乗換環境向上のための運行見直し・拠点整備（おおむね５市町村以上に跨る）の実施件数 10件以上（計

画を策定した令和４年度７月以降集計） 

⑤ 広域交通※１の利用者数（通常期平日）を 3,700 人／日以上（令和２年４～10月実績値） 

⑥ 関係機関による地域住民・来訪者の公共交通利用促進策（おおむね５市町村以上に跨る）の実施件数 10

件以上（計画を策定した令和４年度７月以降集計） 

 

（北海道後志地域公共交通計画 Ｐ124～128 参照） 

 

※１ 当地域において運行されている高速バス及び主に広域交通を担う路線バスの平日の運行便数（往復計）

を合計（付属資料 P150～参照） 

※２ 当地域において運行されている地域間幹線系統、広域生活交通路線及び市町村生活バス路線の補助対象

経費における収支合計 

※３ 当地域の乗合バスを運行している営業所所属のドライバー数を合計 

※４ 当地域において運行されている高速バス及び主に広域交通を担う路線バスのコロナ後通常期の平日の日

利用者数を合計（付属資料 P150～参照） 
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 （２）事業の効果 

地域間幹線系統補助路線を維持することにより、各町村が中核都市群である「小樽市」や地域中心都市で

ある「倶知安町・岩内町・余市町」に接続することが可能になる。これに伴い、市町村がフィーダー系国庫

補助や単独補助を行い維持している支線の維持や効率的な運行体系が実現でき、移動手段を持たない高齢者

の外出促進、高校生の広域化する通学の対応、地域の来訪者地域活性化につながる。 

 

３．２.の目標を達成するために行う事業（主なもの）及びその実施主体  

① 

・公共交通の最適化に向けた協議・検討（道・市町村・事業者） 

・乗車人員など利用動向に係るデータ等（実態調査結果等）の後志地域公共交通活性化協議会分科会への提

供（事業者） 

②並行在来線（小樽～長万部）のバス転換に係る北海道新幹線並行在来線対策協議会後志ブロック会議や同

検討会などの全体スケジュール及び内容について協議会で共有を図る（道） 

③ 

・「バス運転手合同採用説明会」や「バス事業所職場体験会」開催、参加及び協力（道・市町村・事業者） 

・イベントの実施について、ホームページや SNS、広報誌等での周知（道・市町村・事業者・バス協会）  

④ 

・実情やニーズに応じた幹線交通と広域・生活圏交通の乗換拠点への機能集約等拠点機能の強化（市町村） 

・市町村等からの意見や利用実態を踏まえたダイヤ改正の実施（事業者） 

⑤ 

・公共交通マップや総合時刻表の検討・作成及び各種媒体での広報（道・市町村・事業者） 

・高齢者に対する自動車運転免許証自主返納後のスムーズな公共交通への転換に向けた取組（道・市町村）  

⑥ 

・先進的な取組事例を情報収集し、協議会へ提供（効果的な取組の横展開を図る）（道） 

・企画乗車券の企画等や観光客の利用促進（市町村） 

 

（北海道後志地域公共交通計画 Ｐ130～144 参照） 

 

４.地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者 

表１のとおり 

 

５.地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額  

表２のとおり 

 

６.２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・利用動向及び各停留所の乗降の実態把握 

・系統再編や統合の検討、協議 

・利用動向調査をベースに時刻改善 

・継続した利用促進啓発 

 

 



別 紙    

 ７.別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以上で足り

ると認めた系統の概要【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

８.別表１の補助対象事業の基準二に基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備さ

れている」と認めた市町村の一覧【地域間幹線系統のみ】 

表４のとおり 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及びその特記事項【地域間

幹線系統のみ】 

別紙「生産性向上の取組について」のとおり 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要【地域内フィーダー系統のみ】 

※該当なし 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を

受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

13．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体・要する費用の総額、負担者とそ

の負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合の

み】 

※該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改善に係る計画

（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促進策）【公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
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 16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担額【貨客混載導入経費国

庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・令和３年４月１日  （第１回）(書面) 協議会設置、事業計画及び収支予算の決定等 

・令和３年７月 28日 （第２回）(書面)  委託業者の報告、調査・検討の進め方の協議等 

・令和３年 11月 15 日（第３回）(書面)  アクセス実態調査結果・住民アンケート調査計画・幹線・ 

広域ネットワークの維持・確保方針に関する検討状況の報告 

・令和４年３月 29日 （第４回）    北海道後志地域公共交通計画（案）の協議 

・令和４年７月 20日 （第１回）    北海道後志地域公共交通計画（案）の協議、委員の変更、 

令和３年度事業報告及び決算報告、令和４年度収入支出予算

（案）等 

・令和４年 11月 25 日（第２回）（書面） 令和４年度北海道後志地域公共交通計画事業計画（案）の協議 

・令和５年３月 30日 （第３回）（書面） 北海道後志地域公共交通計画事業計画（案）の協議 

・令和５年７月６日  （第１回）    委員の変更、令和４年度事業報告及び決算報告、 

北海道後志地域公共交通計画の目標達成状況について、 

令和５年度収入支出予算（案）等 

・令和６年３月 22日 (第２回)     委員の変更、令和５年度事業実施状況及び令和６年度の予定、 

北海道後志地域公共交通計画の改定、 

法定協議会及び地域協議会事務の取扱 

・令和６年６月 27日 (第１回)     委員の変更、令和５年度事業報告及び決算報告、 

北海道後志地域公共交通計画の目標達成状況について、 

令和６年度収入支出予算（案）、 

                   北海道後志地域公共交通計画の改定 

19．利用者等の意見の反映状況（一部抜粋） 

計画策定前に郵送にて後志地域住民アンケート調査を実施した結果、公共交通施策に関する質問への回答

結果として、税金等の補助によりサービス水準の維持を望む意見が約８割となっていたため、計画策定当時

の現状値を目標値と定め、現状維持を目指した計画とした。 

 

（北海道後志地域公共交通計画 Ｐ130～144 参照） 
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 【本計画に関する担当者：連絡先】                 

（住 所） 虻田郡倶知安町北１条東２丁目             

（所 属） 後志総合振興局地域創生部地域政策課新幹線推進室    

（氏 名） 黒須 玲未                      

（電 話） 0136-23-1419                     

（メール） shiribeshi.shiribeshi1@pref.hokkaido.lg.jp      



表1 確保・維持する地域間幹線系統の概要 

協議会名 運行予定者名 申請番号 
運行系統名 

（申請番号） 

確保維持事業に

要する国庫補助

額（千円） 

特例 備考 

北海道後

志地域公

共交通活

性化協議

会 

北海道中央バス(株) 第１号 積丹線① 29,950.5   

ニセコバス(株) 第２号 小樽線 6,861.5  ※¹ 

第３号 小沢線 6,227.5   

第４号 雷電線 1,952.0   

道南バス(株) 第５号 留寿都･倶知安線① 8,561.5   

第６号 京極線① 14,663.5   

 68,216.0 千円  

 

※¹「地域公共交通確保維持改善事業費補助金（陸上交通）に係る補助要件の緩和等について」（令和６年６月１４日付け

事務連絡）１（２）の計算方法を採用してもなお、計画輸送量が1日あたり15人未満となる系統については別紙様式の

とおり 



別紙様式

事業者名
運　行
系統名

起点
主　な
経由地

終点
キロ程
(km)

計画運行
回数
(回)

平均
乗車密度

計画輸送量 国 道 市町村
平均

乗車密度
計画輸送量

ニセコバス
株式会社

小樽線 ニセコ駅前 倶知安駅前 小樽駅前 79.8 3.6 3.3 11.8 112,164 3.3 11.8

　「地域公共交通確保維持改善事業費補助金（陸上交通）に係る補助要件の緩和等について」に基づき、計画輸送量が15人に満たないが補助対象とすることを
協議会が求める系統一覧

運行系統 【通常】計算方法

補助の必要性

ニセコ・倶知安・仁木から余市・小樽への通院・通学・買物など
の交通手段を継続して確保する必要がある

【特例】加算後の計算加算した補助額　（単位：円）



表２　地域公共交通確保維持改善事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

3269.0

(8.9)

南北海道 第1号

南北海道 第1号 59,901,026円 円 円 59,901千円 29,950.5千円 73,249,189円 43,298,689円 29,950,500円 69.17％ 0円 0.00％ 0円 0.00％ 13,348,189円 30.83％

％ 292,248.6ｋｍ 133,113,392円   204円84銭 52,712,445円 45,378,262円 218,851.2ｋｍ   207円34銭 36,347,115円 183,895.8ｋｍ   197円65銭 59,864,203円 73,249,189円 59,901,026円 59,901,026円

％

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

0.000％ 100.000％

復44.7Ｋｍ 44.7Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

南北海道 第1号 積丹線① 小樽駅前 余市駅前 美国 365 日 回 5.8 51.6 人

往44.7Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

「その他の者」の
具体的概要

事業者自己負担その他の者市区町村

59,901,026円

タ又はレのうちいずれか少
ないほうの額

ソ

ソ×ヲ’＝ツ’

都道府県

ウの負担者とその負担割合
損失額から国庫補助

額を控除した額

ム－ラ＝ウ

59,864,203円

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

カ－ヨ＝タ

73,249,189円

補助対象
経常収益
の見込額

ノ×ワ以上の額：ヨ

補助対象経費
の限度額

カ×9/20＝レ

基準期間の前年度

36,347,115.0ｋｍ 183,895.8ｋｍ45,378,262.0ｋｍ

実車走行
キロ
マ’

218,851.2ｋｍ

基準期間

経常収益
ヤ

13,348,189円 30.83％0円 0.00％0円 0.00％29,950,500円 69.17％43,298,689円73,249,189円

負担割合負担額 負担割合 負担額

経常費用から
経常収益を
控除した額

ニ×ワ－ヨ＝ム

251,571.6ｋｍ

88.06

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 12,469,132 千円

15,699,071

営業損益 △ 3,229,939 千円 営業外損益 147,128 経常損益 △ 3,082,811

営業外収益 147,128 経常収益（イ’） 12,616,260

営業費用

千円 営業外損益 77,375 経常損益

事業者名 北海道中央バス株式会社

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
33,640,559.0

経常収支率

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

34,131,207.0
経常収支率 80.36

令和　７　年度

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 13,833,158 千円 営業外収益 77,375 経常収益（イ） 13,910,533

営業費用 15,796,783 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ） 15,796,783

△ 1,886,250営業損益 △ 1,963,625

0 経常費用（ロ”） 15,221,213

△ 3,424,991

15,699,071 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ’）

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

34,836,833.0
経常収支率 77.50

営業損益 △ 3,911,157 千円 営業外損益 486,166 経常損益

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 11,310,056 千円 営業外収益 486,166 経常収益（イ”） 11,796,222

営業費用 15,221,213 千円 営業外費用

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

南北海道   436円     92銭   459円     96銭   469円     57銭

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走

行キロ当たり経常費用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

南北海道   455円     48銭   460円     26銭   455円     48銭   413円     50銭

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統名

運行系統

起点
主な

経由地
終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク

系統キロ程と地域公共交
通利便増進事業を実施す
る区域におけるキロ程との

比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線と
の競合

率

計画運行
日数

計画運行回
数

（　　）

計画平均乗車
密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通利便増進事
業を実施する区域におけ

るキロ程

リ ヌ ル

補助ブロック外
乗入部分、同一
補助ブロック都
道府県外乗入

部分及び他路線
との競合部分以
外のキロ程の比

率

（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

補助対象系統のキロ当たり経常収益

(d+e+f)/3 =ノ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック外
乗入部分及び
同一補助ブ

ロック都道府県
外乗入部分以
外のキロ程の

比率

計画実車走行
キロ

補助対象
経常費用
の見込額

合計 1系統
復44.7Ｋｍ 44.7Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ

往44.7Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝ヲ’

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

基準期間の前々年度

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常

収益
ヤ’÷マ’＝e

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ÷マ＝f

実車走行
キロ
マ”

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ”÷マ”＝d

経常収益
ヤ”

292,248.6ｋｍ 133,113,392.0ｋｍ 251,571.6ｋｍ

負担割合 負担額
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数＝

ネ
ナ 負担額 負担割合

52,712,445.0ｋｍ

計画額

  209円53銭

合計

59,901,026円

59,901,026円 0円 59,901千円 29,950千円0円

ソ×ヲ＝ツ ナ×1/2＝ラ

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

ソのうち補助ブロック外乗入部
分、同一補助ブロック都道府県
外乗入部分及び他路線との競

合部分以外に係るもの

ソのうち補助ブロック外
乗入部分及び同一補助
ブロック都道府県外乗入

部分以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費

合計



表２　地域公共交通確保維持改善事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

1332.0

(3.6)

2910.0

(7.9)

1456.0

(3.9)

南北海道 第2号

南北海道 第3号

南北海道 第4号

南北海道 第2号

南北海道 第3号

南北海道 第4号

合計

59,608,829円

59,608,829円 30,083,354円 30,082千円 15,041千円0円

ソ×ヲ＝ツ

19,679,694円

ナ×1/2＝ラ

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

ソのうち補助ブロック外乗入部
分、同一補助ブロック都道府県
外乗入部分及び他路線との競

合部分以外に係るもの

ソのうち補助ブロック外
乗入部分及び同一補助
ブロック都道府県外乗入

部分以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費

24,702,419円

合計

21,784,241円

23,477,099円 119円11銭



計画額

24,702,419円

19,679,694円

負担割合 負担額
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数＝

ネ
ナ 負担額 負担割合

6,861.5千円

6,227.5千円

68,636,789円

232,696.8ｋｍ

170,235.0ｋｍ

197,100.0ｋｍ

170,235.0ｋｍ

196,697.5ｋｍ

120円34銭



89円41銭

17,586,979円

512,989.2ｋｍ 132,464,069円 600,031.8ｋｍ

212,587.2ｋｍ 54,894,266円

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常

収益
ヤ’÷マ’＝e

100円36銭



経常収益
ヤ’

23,354,452円

実車走行
キロ
マ

232,377.6ｋｍ

補助対象系
統の実車走
行キロ当た
り経常収益
ヤ÷マ＝f

85円19銭



％

％

169,362.0ｋｍ

131,040.0ｋｍ

43,732,655円

33,837,148円

119円86銭



112円10銭



20,425,532円

22,095,796円

実車走行
キロ
マ”

補助対象系
統の実車走
行キロ当た
り経常収益

ヤ”÷マ”＝d

100円45銭



127円96銭



19,798,268円

20,486,558円

95円33銭



122円72銭



106円87銭



経常収益
ヤ”

％ 23,375,449円

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック外
乗入部分及び
同一補助ブ
ロック都道府
県外乗入部分
以外のキロ程

の比率

計画実車走行
キロ

補助対象
経常費用
の見込額

合計 3系統
復153.9Ｋｍ 153.9Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ

往153.9Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝ヲ’

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

基準期間の前々年度

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

補助対象系統のキロ当たり経常収益

(d+e+f)/3 =ノ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

岩内
ﾀｰﾐﾅﾙ 365 日 回 2.3 人南北海道 第4号 雷電線

寿都
ﾀｰﾐﾅﾙ

港町 8.9 0.000％

往45.0Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復45.0Ｋｍ 45.0Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

南北海道 第3号 小沢線
倶知安
駅前

小沢

往　．　Ｋｍ （平均） 往　．　Ｋｍ

365 日 回 3.3 人

26.0岩内
ﾀｰﾐﾅﾙ 365 日 回 3.3 人

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往29.1Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復29.1Ｋｍ 29.1Ｋｍ

リ ヌ ル

補助ブロック外
乗入部分、同一
補助ブロック都
道府県外乗入
部分及び他路

線との競合部分
以外のキロ程の

比率

（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

南北海道 第2号 小樽線
ニセコ
駅前

倶知安
駅前

小樽
駅前 11.8 0.000％

復79.8Ｋｍ 79.8Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

（平均） 往　．　Ｋｍ （平均）

％

往　．　Ｋｍ （平均）

　．　Ｋｍ

往79.8Ｋｍ

　．　Ｋｍ

（平均）

100.000％

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統名

運行系統

起点
主な

経由地
終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク

系統キロ程と地域公共交
通再編事業を実施する区

域におけるキロ程との比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線と
の競合

率

計画運行
日数

計画運行回
数

（　　）

計画平均乗車
密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業を
実施する区域におけるキ

ロ程

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走

行キロ当たり経常費用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

南北海道 258円     22銭

 460円     26銭

 258円     22銭

 199円     80銭



千円 営業外費用

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

南北海道 248円     83銭

 250円     23銭

 275円     62銭



円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

△ 75,742

0 経常費用（ロ”） 224,257

△ 134,959

226,236 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ’）

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

901,227.1

経常収支率 39.82

営業損益 △ 145,104 千円 営業外損益 10,145 経常損益

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 79,153 千円 営業外収益 10,145 経常収益（イ”） 89,298

営業費用 224,257

千円 営業外損益 5,055 経常損益

事業者名 ニセコバス株式会社

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
932,292.0

経常収支率

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

904,108.9

経常収支率 44.28

令和　７　年度

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 181,225 千円 営業外収益 5,055 経常収益（イ） 186,280

営業費用 256,967 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ） 256,967

△ 70,687営業損益

72.49

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 92,137 千円

226,236

営業損益 △ 134,099 千円 営業外損益 8,038 経常損益 △ 126,061

営業外収益 8,038 経常収益（イ’） 100,175

営業費用

13,723,566円

12,455,502円

経常費用から
経常収益を
控除した額

ニ×ワ－ヨ＝ム

15,226,716円

15,226,716円 3,904,286円

負担割合負担額 負担割合 負担額

22,948,551円

19,832,904円

62,368,784円77,409,784円

13,723千円

12,455千円

3,904千円 1,952.0千円

34,628,329円

15,041,000円

24.71％

37.24％

10.92％

24.12％

6,861,500円

6,227,500円

1,952,000円

0.00％

0円

0.00％

0.00％

0.00％

0円

0円

0円

0円

0.00％

0.00％

0.00％

0.00％

0円

0円

0円

47,327,784円

75.29％

62.76％

89.08％

75.88％

20,905,329円

10,493,551円

15,928,904円

100.000％

100.000％

0.000％

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

基準期間

経常収益
ヤ

基準期間の前年度

57,871,805円 599,310.1ｋｍ65,875,780円

実車走行
キロ
マ’

232,696.8ｋｍ

170,409.6ｋｍ

197,100.0ｋｍ

600,206.4ｋｍ

15,226,716円

55,054,285円

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

カ－ヨ＝タ

34,628,329円

22,948,551円

19,832,904円

77,409,784円

補助対象
経常収益
の見込額

ノ×ワ以上の額：ヨ

20,265,937円

20,784,104円

14,004,244円

補助対象経費
の限度額

カ×9/20＝レ

59,608,829円

タ又はレのうちいずれか少
ないほうの額

ソ

ソ×ヲ’＝ツ’

円

円

円

都道府県

ウの負担者とその負担割合
損失額から国庫補
助額を控除した額

ム－ラ＝ウ

27,766,829円

16,721,051円

17,880,904円

24,702,419円

19,679,694円

「その他の者」
の具体的概要

事業者自己負担その他の者市区町村



表２　地域公共交通確保維持改善事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

令和８年度、令和９年度については、令和７年度事業から土日・祝日の日数による運行回数等の違いを
除き、変更がないため省略。

63.89

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 1,855,452 千円

3,337,065

営業損益 △ 1,451,786 千円 営業外損益 △ 1,681 経常損益 △ 1,453,467

営業外収益 28,146 経常収益（イ’） 1,883,598

営業費用

千円 営業外損益 8,392 経常損益

事業者名 道南バス株式会社

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
9,459,719.1

経常収支率

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

9,653,850.1
経常収支率 56.44

令和　７　年度

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 2,124,042 千円 営業外収益 30,208 経常収益（イ） 2,154,250

営業費用 3,350,042 千円 営業外費用 21,816 経常費用（ロ） 3,371,858

△ 1,217,608営業損益 △ 1,226,000

32,715 経常費用（ロ”） 3,386,189

△ 1,676,920

3,307,238 千円 営業外費用 29,827 経常費用（ロ’）

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

9,709,256.9
経常収支率 50.48

営業損益 △ 1,676,225 千円 営業外損益 △ 695 経常損益

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 1,677,249 千円 営業外収益 32,020 経常収益（イ”） 1,709,269

営業費用 3,353,474 千円 営業外費用

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

南北海道   348円     75銭   345円     67銭   356円     44銭

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走

行キロ当たり経常費用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

南北海道   350円     28銭   460円     26銭   350円     28銭   227円     72銭



３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

2469.0

(6.7)

3445.5

(9.4)

南北海道 第5号

南北海道 第6号

南北海道 第5号

南北海道 第6号

「その他の者」の
具体的概要

事業者自己負担その他の者市区町村

58,009,882円

タ又はレのうちいずれか少
ないほうの額

ソ

28,682,462円

ソ×ヲ’＝ツ’

都道府県

ウの負担者とその負担割合
損失額から国庫補助

額を控除した額

ム－ラ＝ウ

31,834,797円

28,682,462円

51,104,072円

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

カ－ヨ＝タ

40,396,297円

37,410,481円

77,806,778円

補助対象
経常収益
の見込額

ノ×ワ以上の額：ヨ

補助対象経費
の限度額

カ×9/20＝レ

22,476,392円

32,906,486円

基準期間の前年度

55,382,878円 368,360.6ｋｍ

  176円59銭

46,146,129円

実車走行
キロ
マ’

182,112.7ｋｍ

344,861.7ｋｍ

186,342.5ｋｍ

100.000％

100.000％

29,327,420円

23,342,508円

基準期間

経常収益
ヤ

182,018.1ｋｍ

24,518,019円

73.11％

5.47％

44.92％

23,273,297円

1,244,722円

0円

0.00％

0.00％

0.00％

0円

0円

6,838,759円

0.00％

30.06％

12.53％

0円

6,838,759円

23,225,000円

26.89％

64.46％

42.55％

8,561,500円

14,663,500円

54,581,778円77,806,778円

17,123千円

29,327千円

8,561.5千円

14,663.5千円

28,682,462円

29,327,420円

円

29,327,420円

17,123,857円

円

負担割合負担額 負担割合 負担額

40,396,297円

37,410,481円

23,867,544円   131円05銭

  149円21銭 162,749.0ｋｍ22,278,585円   136円88銭

経常費用から
経常収益を
控除した額

ニ×ワ－ヨ＝ム

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統名

運行系統

起点
主な

経由地
終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク

系統キロ程と地域公共交
通再編事業を実施する区

域におけるキロ程との比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線と
の競合

率

計画運行
日数

計画運行回
数

（　　）

計画平均乗車
密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業を
実施する区域におけるキ

ロ程

リ ヌ ル

補助ブロック外
乗入部分、同一
補助ブロック都
道府県外乗入

部分及び他路線
との競合部分以
外のキロ程の比

率

（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

ﾙｽﾂﾘｿﾞｰﾄﾎ

ﾃﾙ前 365 日 回 3.6 人南北海道 第5号
留寿都･
倶知安線

①
倶知安 ニセコ本通 24.1 0.000％

往37.1Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復36.6Ｋｍ 36.8Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

喜茂別 365 日 回 5.0 人南北海道 第6号 京極線① 倶知安
京極バス

ターミナル
47.0 0.000％

往27.0Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

％

往　．　Ｋｍ

復27.0Ｋｍ 27.0Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

補助対象系統のキロ当たり経常収益

(d+e+f)/3 =ノ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック外
乗入部分及び
同一補助ブ

ロック都道府県
外乗入部分以
外のキロ程の

比率

計画実車走行
キロ

補助対象
経常費用
の見込額

合計 2系統
復63.6Ｋｍ 63.8Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ

往64.1Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝ヲ’

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

基準期間の前々年度

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常

収益
ヤ’÷マ’＝e

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ÷マ＝f

実車走行
キロ
マ”

補助対象系
統の実車走
行キロ当たり

経常収益
ヤ”÷マ”＝d

経常収益
ヤ”

368,022.3ｋｍ 128,910,850円

％ 63,738,805円

65,172,045円

181,965.3ｋｍ

162,972.0ｋｍ

345,119.8ｋｍ

％

  128円28銭

186,057.0ｋｍ

負担割合 負担額
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数＝

ネ
ナ 負担額 負担割合

21,867,258円

45,604,206円

182,147.8ｋｍ   123円48銭

27,761,564円

23,736,948円   130円31銭

  134円17銭

計画額

合計

58,009,882円

58,009,882円 17,123,857円 46,450,000円 23,225千円

円

0円

ソ×ヲ＝ツ ナ×1/2＝ラ

補助ブ
ロック名

申請
番号

特

例

措

置

ソのうち補助ブロック外乗入部
分、同一補助ブロック都道府県
外乗入部分及び他路線との競

合部分以外に係るもの

ソのうち補助ブロック外
乗入部分及び同一補助
ブロック都道府県外乗入

部分以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費

22,746,981円

合計



表４　地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱別表１及び別表３の補助事業の基準ハに基づき、協議会が
 　　　「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧

協 議 会 名 広 域 行 政 圏 名 市 町 村 名 指 定 の 理 由

後志広域市町村圏 岩内町
人口、商業施設数は圏域内の中で高い割合を占め、行政機関、地域の核となる総合病院
や保健所が所在するなど、保健医療施設等の集積数が多く、当該地域の中心的な町と
なっている。

北海道後志地域
公共交通活性化

協議会



別　紙　「生産性向上の取組について」（Ｒ６当初）

生産性向上の取組に係る
取組内容、実施主体、実施時期

生産性向上の取組に係る定量的な効果目標

R7 第１号
積丹線

①
後志広域
市町村圏

小樽市
小樽
駅前

余市
駅前

美国

（路線再編・混乗化）
・　令和5年10月に積丹線②積丹余別系統と統合し、美国～積丹余別間を廃止。美国～積丹余別間の代替交通として、積丹町生活交通バスの運行を開始した。
　（取組主体：北海道中央バス（株）、小樽市、余市町、古平町、積丹町）

（利用促進）
・　沿線自治体にて、年２回（４月・12月）のダイヤ改正時に合わせて、バス事業者作成の時刻表の配布を継続して実施。
　（取組主体：小樽市、余市町、古平町、積丹町）
・バスロケーションシステムにより利便性の向上を図る。
・　その他利用促進に関する具体的な方策をバス事業者だけではなく、沿線自治体においても検討し、令和6年度中に実施可能なものから実施。
　（取組主体：小樽市、余市町、古平町、積丹町）

【令和5年3月末時点】
　・経常収益　  38,952千円
　・経常費用　  80,958千円
　・経常収支　▲42,005千円
　・収支率　　  48.1％

【取組目標年：令和6補助年度】
　・経常収益　　70,239千円（31,286千円増）
　・経常費用　　131,036千円（50,078千円増）
　・経常収支　▲60,797千円
　・収支率　　  53.6%（収支改善率1.0％）

R7 第２号 小樽線
後志広域
市町村圏

俱知安
町

ニセ
コ駅
前

倶知
安駅
前

小樽
駅前

（利用促進）
・バス事業者による情報発信だけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主体：
ニセコ町、倶知安町、共和町、仁木町、余市町、小樽市）
・バスの魅力発信や、１日乗車券パッケージ、JRとの総合時刻表などは引き続き検討を進める。（取組主体：ニセコ町、倶知安町、共和町、仁木町、余市町、小
樽市、ニセコバス㈱）

（利用促進）
増収額　581千円（22,349千円→22,930千円）
　自治体におけるバス利用促進策により、2.6％の増収を目標とする。

【合計】
収支改善率1.01％（38.98％→39.99％）
増収額　581千円

R7 第３号 小沢線
後志広域
市町村圏

俱知安
町

倶知
安駅
前

小沢

岩内
ター
ミナ
ル

（利用促進）
・バス事業者による情報発信にだけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主
体：倶知安町、共和町、岩内町）

（利用促進）
増収額　423千円（20,123千円→20,546千円）
　自治体におけるバス利用促進策により、2.1％の増収を目標とする。

【合計】
収支改善率1.01％（48.09％→49.10％）
増収額　423千円

R7 第４号 雷電線
後志広域
市町村圏

岩内町

寿都
ター
ミナ
ル

港町

岩内
ター
ミナ
ル

（利用促進）
・バス事業者による情報発信だけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主体：
寿都町、黒松内町、蘭越町、岩内町）

（利用促進）
増収額　490千円（21,316千円→21,806千円）
　自治体におけるバス利用促進策により、2.3％の増収を目標とする。

【合計】
収支改善率1.01％（43.91％→44.92％）
増収額　490千円

R7 第５号

留寿
都･倶
知安線

①

後志広域
市町村圏

倶知安
町

倶知
安

ニセ
コ本
通

ルス
ツリ
ゾー
トホ
テル
前

（利用促進）
・各町ＨＰと道南バスＨＰの相互リンク又は路線図・時刻表の掲載は継続実施。
・道南バス及び各市町が行う運行情報の提供や啓発・周知活動等の取組については継続実施。
　
【倶知安町・道南バス】
・倶知安町で開催されるイベント「働く乗り物」に参加し「バスの乗り方教室」を実施。
【倶知安町】
・コミュニティバスの利用について周知する際に、道南バスとの接続及び利用促進に関するPRを実施。
　
（利便性向上）
【道南バス】
・QRコード決裁「PayPay」の対応ブランドを増やして継続実施。
・バスロケーションシステム「バスキタ」は継続実施。
・バス停留所待合室の現状確認を行い、修繕や清掃の実施・検討。

（利用促進）
公共交通のＰＲ等の取組強化による増収を見込む。

【基準年：令和5年3月末時点（令和４年度実績）】
　・経常収益　21,378.044円
　・経常費用　62,950,897円
　・経常収支　▲41,572,853円
　・収支率　　33.9%
 
【取組目標年：令和６補助年度】
　・経常収益　21,987,804円（約610千円増加）
　・経常費用　62,950,897円（増減なし）
　・経常収支　▲40,963,093円
　・収支率　　34.9%（収支改善率1.0％）

R7 第６号
京極線

①
後志広域
市町村圏

倶知安
町

倶知
安

京極
バス
ター
ミナ
ル

喜茂
別

（利用促進）
・各町ＨＰと道南バスＨＰの相互リンク又は路線図・時刻表の掲載は継続実施。
・道南バス及び各市町が行う運行情報の提供や啓発・周知活動等の取組については継続実施。
　
【倶知安町・道南バス】
・倶知安町で開催されるイベント「働く乗り物」に参加し「バスの乗り方教室」を実施。
【倶知安町・喜茂別町】
・コミュニティバスの利用について周知する際に、道南バスとの接続及び利用促進に関するPRを実施。
　
（利便性向上）
【道南バス】
・QRコード決裁「PayPay」の対応ブランドを増やして継続実施。
・バスロケーションシステム「バスキタ」は継続実施。
・バス停留所待合室の現状確認を行い、修繕や清掃の実施・検討。

（利用促進）
公共交通のＰＲ等の取組強化による増収を見込む。

【基準年：令和5年3月末時点（令和４年度実績）】
　・経常収益　20,583.985円
　・経常費用　56,257,446円
　・経常収支　▲35,673,461円
　・収支率　　36.5%
 
【取組目標年：令和６補助年度】
　・経常収益　21,152,605円（約568千円増加）
　・経常費用　56,257,446円（増減なし）
　・経常収支　▲35,104,841円
　・収支率　　37.5%（収支改善率1.0％）

令和６年度計画内容（当初）

経由
地

終点
年
度

番号 系統名
広域行政

圏名
中心市
町村名

起点



別　紙　「生産性向上の取組について」　　【中間点検】

生産性向上の取組に係る
取組内容、実施主体、実施時期

生産性向上の取組に係る定量的な効果目標 備考

R7 第1号
積丹線

①
後志広域
市町村圏

小樽市
小樽
駅前

余市
駅前

美国

（路線再編・混乗化）
・　令和5年10月に積丹線②積丹余別系統と統合し、美国～積丹余別間を廃止。美国～積丹余別間の代替交通として、積丹町生活交通バスの運行を開始し
た。
　（取組主体：北海道中央バス（株）、小樽市、余市町、古平町、積丹町）

（利用促進）
・　沿線自治体にて、年２回（４月・12月）のダイヤ改正時に合わせて、バス事業者作成の時刻表の配布を継続して実施。
　（取組主体：小樽市、余市町、古平町、積丹町）
・バスロケーションシステムにより利便性の向上を図る。
・　その他利用促進に関する具体的な方策をバス事業者だけではなく、沿線自治体においても検討し、令和6年度中に実施可能なものから実施。
　（取組主体：小樽市、余市町、古平町、積丹町）

【令和6年3月末時点】
　・経常収益　  60,233千円
　・経常費用　  132,264千円
　・経常収支　　▲72,031千円
　・収支率　　  45.5％

R7 第2号 小樽線
後志広域
市町村圏

俱知安
町

ニセ
コ駅
前

倶知
安駅
前

小樽
駅前

（利用促進）
・バス事業者による情報発信だけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主
体：ニセコ町、倶知安町、共和町、仁木町、余市町、小樽市）
・バスの魅力発信や、１日乗車券パッケージ、JRとの総合時刻表などは引き続き検討を進める。（取組主体：ニセコ町、倶知安町、共和町、仁木町、余市町、小
樽市、ニセコバス㈱）

（利用促進）
増収額　3,732千円（22,349千円→26,081千円）
　中間点検において約16.7％の増収となっている。

【合計】
収支改善率10.58％（38.98％→49.56％）
増収額　3,732千円

R7 第3号 小沢線
後志広域
市町村圏

俱知安
町

倶知
安駅
前

小沢

岩内
ター
ミナ
ル

（利用促進）
・バス事業者による情報発信にだけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主
体：倶知安町、共和町、岩内町）

（利用促進）
増収額　0千円（20,123千円→20,123千円）
　中間点検において増収には至っていない。

【合計】
収支改善率0.0％（48.09％→48.09％）
増収額　0千円

R7 第4号 雷電線
後志広域
市町村圏

岩内町

寿都
ター
ミナ
ル

港町

岩内
ター
ミナ
ル

（利用促進）
・バス事業者による情報発信だけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主
体：寿都町、黒松内町、蘭越町、岩内町）

（利用促進）
増収額　1,663千円（21,316千円→22,979千円）
　中間点検において約7.8％の増収となっている。

【合計】
収支改善率23.35％（43.91％→67.26％）
増収額　1,663千円

R7 第5号

留寿
都･倶
知安線

①

後志広域
市町村圏

倶知安
町

倶知
安

ニセ
コ本
通

ルス
ツリ
ゾー
トホ
テル
前

（利用促進）
・各町ＨＰと道南バスＨＰの相互リンク又は路線図・時刻表の掲載は継続実施。
・道南バス及び各市町が行う運行情報の提供や啓発・周知活動等の取組については継続実施。
　
【倶知安町・道南バス】
・倶知安町で開催されるイベント「働く乗り物」に参加し「バスの乗り方教室」を実施。(5年9月)
【倶知安町】
・コミュニティバスの利用について周知する際に、道南バスとの接続及び利用促進に関するPRを実施。
　
（利便性向上）
【道南バス】
・QRコード決裁「PayPay」の対応ブランドを増やして継続実施。
・バスロケーションシステム「バスキタ」は継続実施。
・バス停留所待合室の現状確認を行い、修繕や清掃の実施・検討。

【R5見込額】R6.3月末時点
 
・経常収益    65,017,329円
・経常費用    22,878,719円
・経常収支  ▲42,138,610円
・収支率　　　      35.1％

・費用額の算出に用いる
キロ当たり単価を計画策
定時の単価からより実態
に即した「事業者単価（R5
実績）」に変更している
・中間点検ではR5実績と
R4.4-R5.3との輸送人員を
比較しその増減割合をR5
実績に乗じて収益を算出
している

【中間点検】令和６年度計画内容　　（原則、令和6年3月末時点）

経由
地

終点
年
度

番号 系統名
広域行政

圏名
中心市
町村名

起点



別　紙　「生産性向上の取組について」　　【中間点検】

生産性向上の取組に係る
取組内容、実施主体、実施時期

生産性向上の取組に係る定量的な効果目標 備考

【中間点検】令和６年度計画内容　　（原則、令和6年3月末時点）

経由
地

終点
年
度

番号 系統名
広域行政

圏名
中心市
町村名

起点

R7 第6号
京極線

①
後志広域
市町村圏

倶知安
町

倶知
安

京極
バス
ター
ミナ
ル

喜茂
別

（利用促進）
・各町ＨＰと道南バスＨＰの相互リンク又は路線図・時刻表の掲載は継続実施。
・道南バス及び各市町が行う運行情報の提供や啓発・周知活動等の取組については継続実施。
　
【倶知安町・道南バス】
・倶知安町で開催されるイベント「働く乗り物」に参加し「バスの乗り方教室」を実施。(5年9月)
【倶知安町・喜茂別町】
・コミュニティバスの利用について周知する際に、道南バスとの接続及び利用促進に関するPRを実施。
　
（利便性向上）
【道南バス】
・QRコード決裁「PayPay」の対応ブランドを増やして継続実施。
・バスロケーションシステム「バスキタ」は継続実施。
・バス停留所待合室の現状確認を行い、修繕や清掃の実施・検討。

【R5見込額】R6.3月末時点
 
・経常収益    66,616,497円
・経常費用    41,495,079円
・経常収支  ▲25,121,418円
・収支率　　　      62.2％

・費用額の算出に用いる
キロ当たり単価を計画策
定時の単価からより実態
に即した「事業者単価（R5
実績）」に変更している
・中間点検ではR5実績と
R4.4-R5.3との輸送人員を
比較しその増減割合をR5
実績に乗じて収益を算出
している



別　紙　「生産性向上の取組について」　　【R7計画】

生産性向上の取組に係る
取組内容、実施主体、実施時期

生産性向上の取組に係る定量的な効果目標
Ｒ5年度
収支率

（実績値）

中間点検
（原則Ｒ6.3末）

収支率

Ｒ7年度
計画の
収支率

R7 第1号
積丹線

①
後志広域
市町村圏

小樽市
小樽
駅前

余市
駅前

美国

（路線再編・混乗化）
・　令和5年10月に積丹線②積丹余別系統と統合し、美国～積丹余別間を廃止。美国～積丹余別間の代替交通として、積丹町生活交通バスの運行を開始した。
　（取組主体：北海道中央バス（株）、小樽市、余市町、古平町、積丹町）

（利用促進）
・　沿線自治体にて、年２回（４月・12月）のダイヤ改正時に合わせて、バス事業者作成の時刻表の配布を継続して実施。
　（取組主体：小樽市、余市町、古平町、積丹町）
・バスロケーションシステムにより利便性の向上を図る。
・　その他利用促進に関する具体的な方策をバス事業者だけではなく、沿線自治体においても検討し、令和7年度中に実施可能なものから実施。
　（取組主体：小樽市、余市町、古平町、積丹町）

【令和6年3月末時点】
　・経常収益　  60,233千円
　・経常費用　  132,264千円
　・経常収支　　▲72,031千円
　・収支率　　  45.5％

【取組目標年：令和7補助年度】
　・経常収益　　65,963千円（5,730千円増）
　・経常費用　　133,113千円（849千円増）
　・経常収支　　▲67,149千円
　・収支率　　  49.6%（収支改善率1.0％）

48.6% 45.5% 49.6%

R7 第2号 小樽線
後志広域
市町村圏

俱知安
町

ニセ
コ駅
前

倶知
安駅
前

小樽
駅前

（利用促進）
・バス事業者による情報発信だけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主体：ニセコ町、倶
知安町、共和町、仁木町、余市町、小樽市）
・バスの魅力発信や、１日乗車券パッケージ、JRとの総合時刻表などは引き続き検討を進める。（取組主体：ニセコ町、倶知安町、共和町、仁木町、余市町、小樽市、ニセコバ
ス㈱）

（利用促進）
増収額　556千円（20,265千円→20,821千円）
　自治体におけるバス利用促進策により、2.7％の増収を目標とす
る。

【合計】
収支改善率1.01％（36.92％→37.93％）
増収額　556千円

30.9% 49.6% 36.9%

R7 第3号 小沢線
後志広域
市町村圏

俱知安
町

倶知
安駅
前

小沢

岩内
ター
ミナ
ル

（利用促進）
・バス事業者による情報発信にだけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主体：倶知安町、
共和町、岩内町）

（利用促進）
増収額　444千円（20,784千円→21,228千円）
　自治体におけるバス利用促進策により、2.1％の増収を目標とす
る。

【合計】
収支改善率1.01％（47.53％→48.54％）
増収額　444千円

43.7% 48.1% 47.5%

R7 第4号 雷電線
後志広域
市町村圏

岩内町

寿都
ター
ミナ
ル

港町

岩内
ター
ミナ
ル

（利用促進）
・バス事業者による情報発信だけではなく、各自治体においても利用促進策（情報発信・住民説明等）を検討し、実現可能なものから順次実施する。（取組主体：寿都町、黒松
内町、蘭越町、岩内町）

（利用促進）
増収額　343千円（14,004千円→14,347千円）
　自治体におけるバス利用促進策により、2.4％の増収を目標とす
る。

【合計】
収支改善率1.01％（41.39％→42.40％）
増収額　343千円

32.4% 67.3% 41.4%

R7 第5号

留寿
都･倶
知安線

①

後志広域
市町村圏

倶知安
町

倶知
安

ニセ
コ本
通

ルス
ツリ
ゾー
トホ
テル
前

（利用促進）
・各町ＨＰと道南バスＨＰの相互リンク又は路線図・時刻表の掲載は継続実施。
・道南バス及び各市町が行う運行情報の提供や啓発・周知活動等の取組については継続実施。
　
【倶知安町・道南バス】
・倶知安町で開催されるイベント「働く乗り物」に参加し「バスの乗り方教室」を実施。
【倶知安町】
・コミュニティバスの利用について周知する際に、道南バスとの接続及び利用促進に関するPRを実施。
　
（利便性向上）
【道南バス】
・QRコード決裁「PayPay」の対応ブランドを増やして継続実施。
・バスロケーションシステム「バスキタ」は継続実施。
・バス停留所待合室の現状確認を行い、修繕や清掃の実施・検討。

（利用促進）
公共交通のＰＲ等の取組強化による増収を見込む。

【基準年：令和6年3月末時点（令和５年度実績）】
　・経常収益　22,476.392円
　・経常費用　64,878,531円
　・経常収支　▲42,402,139円
　・収支率　　34.6%
 
【取組目標年：令和７補助年度】
　・経常収益　23,100,572円（約624千円増加）
　・経常費用　64,878,531円（増減なし）
　・経常収支　▲41,777,959円
　・収支率　　35.6%（収支改善率1.0％）

35.1% 34.6% 35.6%

令和7年度計画内容

備　　　　考
経由
地

終点
年
度

番号 系統名
広域行政

圏名
中心市
町村名

起点



別　紙　「生産性向上の取組について」　　【R7計画】

生産性向上の取組に係る
取組内容、実施主体、実施時期

生産性向上の取組に係る定量的な効果目標
Ｒ5年度
収支率

（実績値）

中間点検
（原則Ｒ6.3末）

収支率

Ｒ7年度
計画の
収支率

令和7年度計画内容

備　　　　考
経由
地

終点
年
度

番号 系統名
広域行政

圏名
中心市
町村名

起点

R7 第6号
京極線

①
後志広域
市町村圏

倶知安
町

倶知
安

京極
バス
ター
ミナ
ル

喜茂
別

（利用促進）
・各町ＨＰと道南バスＨＰの相互リンク又は路線図・時刻表の掲載は継続実施。
・道南バス及び各市町が行う運行情報の提供や啓発・周知活動等の取組については継続実施。
　
【倶知安町・道南バス】
・倶知安町で開催されるイベント「働く乗り物」に参加し「バスの乗り方教室」を実施。
【倶知安町・喜茂別町】
・コミュニティバスの利用について周知する際に、道南バスとの接続及び利用促進に関するPRを実施。
　
（利便性向上）
【道南バス】
・QRコード決裁「PayPay」の対応ブランドを増やして継続実施。
・バスロケーションシステム「バスキタ」は継続実施。
・バス停留所待合室の現状確認を行い、修繕や清掃の実施・検討。

（利用促進）
公共交通のＰＲ等の取組強化による増収を見込む。

【基準年：令和6年3月末時点（令和5年度実績）】
　・経常収益　66,419.920円
　・経常費用　32,906,486円
　・経常収支　▲33,513,434円
　・収支率　　49.5%
 
【取組目標年：令和７補助年度】
　・経常収益　66,419,920円（約638千円増加）
　・経常費用　33,544,766円（増減なし）
　・経常収支　▲32,875,154円
　・収支率　　50.5%（収支改善率1.0％）

62.2% 49.5% 50.5%


